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これからの時代に 
ふさわしい人材の 
国際間異動実現の 
ために、企業は 
どう対処しているか
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本調査について
またグローバル人事部門や、報酬管

理と国際間異動を担当するリーダーに
も数多くインタビューを行い、結果を
本報告書に反映した。
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本報告書は、世界各地の企業で人材
の国際間異動を担当する幹部193人を
対象に詳細な調査を行い、その結果を
まとめたものである。本調査は2014
年8月～ 9月に実施し、さまざまな業
態、規模、業種、本社所在地の企業
に協力をお願いした。
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はじめに： 
国際間異動を再考する

『目的を明確にした国際間異動： 
モダンモビリティ調査 2014年』へようこそ

世界の企業は今、急速に成長する市場へ参入
するため、あるいは現代のビジネスリーダーに必
要なグローバル感覚を醸成するために、国際間異
動の活用に目を向けるようになった。短期的ニー
ズへの対応に加え、長期的な視点で世界の労働
力ニーズを考慮する先進的な企業も出てきた。そ
うした企業は、多様な地域の多様な層の人材資源
と接触し、いっそう流動性を増すグローバル経済
の中で、活躍できる人材の開発を始めている。

労働をめぐる環境は明らかに変化しており、し
かもそのスピードは速い。新しい人材資源へのア
クセスを確保すること、それと並行して、既存の
人材を適切なコストで適切な場所の適切なポジ
ションへ配置して戦略的に管理することが重要で
あり、それに成功すれば、強力な競争優位性が得
られる。そこで必要となるのが、より革新的かつ
高度な手法による国際間異動である。これを「モ
ダン（現代型）モビリティ」と呼ぶことにする。

PwCは2012年にTalent mobility 2020 and 
beyond1を発行した。それによると、2020年に
は国を超えて異動する従業員が50％増加すると
予想され、事業戦略目標の達成、また優秀人材
の獲得・維持のために、国際間異動の重要性が
さらに高まることが浮き彫りになった。

それから2年後に実施した本調査では、世界
の企業はモダンモビリティがもたらす課題にど
のように対処しているか、また先進的な企業は
どのような方法で能力強化に取り組んでいるか
に注目した。

1	� http://www.pwc.com/gx/en/managing-tomorrows-
people/future-of-work/global-mobility-map.jhtml

89%

89％の企業が、
今後2年間に、
国際間異動数の
増加を計画している

事業の成功と国際間異動との 
関連を明確にする

人事部門および国際間異動チームは、役割の
変更を望みかつ求められている。現在は運営面
を中心に役割を果たしているが、今後は業績、
投資収益率、人材開発を見据えた戦略的活動
へシフトしていくだろう。同時にコスト管理や、
複雑化する環境の中でモダンモビリティに付随
して発生するコンプライアンス上の課題への対
応も継続しなければならない。調査回答者の半
数以上が、自社の事業目標達成にグローバルな
異動を役立てることが可能だと答えた。国際間
異動への対応が適切だとみられる企業では、国
際間異動は事業の成功要因となり、また幹部社
員育成の推進力となっている。

一方で、人材の国際間異動はますます数が増
え、内容の多様化も考えられるため管理方法の
変更が必要だが、進化する事業ニーズに対応
し、グローバルに動く従業員が増えても適切な
管理を維持できるだけの情報、投資、インフラ
を、国際間異動チームが確保できているかどう
かは不明である。業務の大幅な見直しを行わず
に、戦略的役割を拡大するだけの時間的余裕が
あるかどうかも全く分からない。以前からの運
営業務はどうなるのか。調査によると、現時点
で必要な役割が果たせている企業はごくわずか
だ。年間、何人の従業員が外国へ出掛けている
のかさえ正確に把握していない企業も30％を超
える。
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本報告書の内容

本調査では、競争の激しい世界経済において
モダンモビリティが果たす役割ならびにさまざ
まなタイプの国際間異動が増加したり進化した
りしている状況に注目した。またその結果とし
て生じる新たな需要、期待、要望を探り、企業
が国際間異動から真の戦略的価値を得るには、
なぜ変化が必要かを考察した。さらに企業のリー
ダーが国際間異動について何を行うか、目的を
明確にして人材を動かす戦略とは何かについて
も考察した。

ここで先陣を切れば、人材獲得が有利になり、
市場機会の活用に向けて迅速に動くことができ
るだろう。さらに国際間異動チームが事業の開
発や成功により大きく貢献できるようになり、
社内での役割や影響力も増すことになる。また
国際間異動が自社にどれほどの投資効果をもた
らすかを測定・報告することによって、継続的
な改善が促進され、自社の将来に真に適合する
グローバル人材の確保が実現できる。

業務多忙にもかかわらず、時間を割いて貴重
なご意見を寄せてくださった調査回答者の方々
に心よりお礼申し上げます。より詳細な調査内
容をご覧になりたい方、国際間異動プログラム
について他社とのベンチマーク調査をご希望の
方は、PwCの貴社担当者もしくは23ページ記載
のお問い合わせ先へご連絡ください。

企業は変わりたいと強く望んでいる。国際間異動に関する活動は増え
ると予想され、なすべきことは増える一方だ。にもかかわらず、変化
が先延ばしされる恐れがある。ここで先手を打つために必要なこと
は、事業ニーズを評価し、人材の国際間異動の強力なブランドを確
立し、運営業務を一元化・簡素化し、ハイテク・ハイタッチ（機械化
すべきところと、人間が扱うべきところを適切に組み合わせる手法）
を活用することである。しかし適切なサポートや、時間、投資が得ら
れなければ、どうなるだろうか。どうやって変化に向けた説得力のあ
るビジネスケース（投資対効果検討指標）を策定できるだろうか。本
報告書から、その答えを見つけていただければ幸いです。

PwCの視点

の従業員が、
国際的な業務を
任命されている

1.6% 12.2%

の従業員
（年間）が、
国外での業務に

携わる

31%

の企業では、
年間に何人の従業員が
国際的な業務に
携わっているか
把握されて
いない
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競争を勝ち抜くための必須条件： 
新しい国際間異動とは何か

企業の新市場開拓が進み、従業員の希望も変
化するに従い、時代に合った新しい国際間異動
体制を整えることが急務となってきた。現代に
ふさわしい国際間異動体制とは、いったいどん
なものだろうか。

成長の舞台が変わりつつある

かつて国際的な投資や成長の舞台と言えばG7
諸国が中心だった。しかし今や企業の視線は別
のところに向いている。BRICs（ブラジル、ロシア、
インド、中国）経済の隆盛にそれが明らかだが、
それにとどまらず、フィリピンからペルーまでを
含むF7と呼ばれる「フロンティア」市場の急成
長からもその傾向がうかがえる。その結果、企
業はかつてないほど広い地域に網を張って新し
い成長の機会を探している。比較的小規模な企
業までが、国際的な活動範囲をさらに拡大して
いる。それに伴って、そうした新しい市場に配
置した従業員が素早く現地に溶け込むにはどう
するか、また現地で人材を採用し、場合によっ
ては現地採用の従業員を国際的に異動させるに
はどうするかといった難しい課題が出てきた。

企業にとって、人材の国際間異動が果たす役
割が不可欠であることは明らかだ。調査回答者
の85％が、事業目標の達成のために国際間異動
が重要だと強調している。また75％が、従業員
を派遣する地域と、自社が成長を目指す重点地
域は同じだと答えている。

「人材の動きは、大幅に増
えるだろう。これまでより
迅速かつ円滑に実施でき
る体制を整えなければな
らない」

グローバル展開する 
製薬会社（英国）

人の動きが増加し、かつ変化している

89％の企業が、今後2年間に、国際間異動を
伴う業務に携わる従業員を増やすことを計画し
ている。図1は、2年間にどのような種類の国際
間異動を増やすか、純増を個別に示したもので
ある。それによると1年までの短期派遣の増加が
最も大きい。経済がますますサービス主導型に
なり、迅速なプロジェクト実施のために適切な
人材を現場に配置する必要があることが、増加
の要因だと思われる。一方、高い潜在能力を持
つ若い人材に、異なる国や文化圏で働く経験を
積む機会を与えるために短期派遣を活用する状
況も見られる。こうした短期派遣は特に女性に
とって魅力的だ。例えばアジアなどで大家族と
ともに生活し、長期にわたって自宅を離れるこ
とを望まない従業員にとって、海外勤務への後
押しになる。

2番目に増加が顕著なのは、海外出張である。
従業員がその時々の任務を果たすために海外出
張が必要になる場合があるのは当然のことだが、
一方で管理が最も難しい形態でもある。従業員
一人一人が海外出張にいくたびに、上層部が全
てを把握しているだろうか。従業員の出張を追
跡し、管理するための方針、手順、監視体制が
確実に実践されていると答えた回答者は、17％
にすぎない。

「出張について触れること
は、避けられがちだ。非常
に範囲が広く、複雑なケー
スもあり、資源が必要だ 
からだ。しかし多くの国で
税制上の扱いが注目され
るなど、今最も重要な問
題となっている。企業はこ
の問題の優先順位を上げ
て、取り組む必要がある」

Yvonne Lowe, 
International Mobility 
Manager, Bupa 

「今後は出張や、複数国を
拠点にする労働者など、過
去に経験のない分野にもか
かわるようになるだろう」

金融サービス会社 
（欧州）
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人材戦略への活用が始まっている

新しい形態による国際間異動の導入を計画し
ている企業もある。図2から、企業が現在活用し
ていない形態のうち、今後の増加が最も大きい
と予想されるのは、人材面に注目した形態であ
ることが分かる。22％の企業が導入を計画して
いるのは人材交流である（49％の企業が増加を
予想）。それぞれの国に勤務しているポテンシャ
ルが高い人材を相互交換して一定期間勤務させ
ることによって、従業員はキャリアの早い段階
で海外勤務を経験できる。人材の交流は個人の
能力開発を促進し、企業グループの文化を醸成
し、グローバルな姿勢を強化することにつなが
る。僅差でこれに迫るのが能力開発のための海
外勤務で、17％の企業が実施を計画しており、
42％の企業が増加を予想している。従来の海外
勤務は事業上の具体的なニーズに対応するため
に従業員を派遣するものだったが、そうしたや
り方よりも、トップレベル人材の採用促進と能
力開発のため、また、よりグローバルな社風を
醸成するための方策として海外勤務を活用する
方向へと変化している。

今後2年間に、この形態の国際間異動を増加する
計画であると回答した人の割合（％）

58%

57%

53%

42%

45%

49%

短期派遣

海外出張

転籍

人材交流

ローカルプラス

能力開発のための
海外勤務
地域全域／

グローバルな役割

海外通勤

41%

41%

17%

14%

17%

10%

22%人材交流

能力開発のため
の海外勤務

戦略的な海外勤務

ローカルプラス

国際的な配置転換

図1：今後2年間に増加が予想される国際間異動

図2：今後2年間に以下の国際間異動導入を計画している企業の割合（％）



8 目的を明確にした国際間異動

国際間異動の条件に調整が見られる

海外勤務者に対する従来型の任命方法は今で
も一定の機能を果たしているが、全員に画一的
なポリシーや報酬制度を適用する方法は減りつ
つある。母国での勤務を標準とし、海外赴任に
際してタックスイコライゼーションを適用する
方法がなくなると答えた回答者は10％にすぎな
い（図3を参照）。しかしその適用頻度については、
調整が見られる。転籍とローカルプラスがそれ
ぞれ53％、45％と、大幅な増加に向かっている
のは、費用の高い母国ベース方式の代替策とし
て企業がこれらの方法を活用しているためであ
る。その背景にはコスト圧力の高まりと、配置
や処遇に関して海外赴任者と現地採用従業員を
もっと同等に処遇したいという希望があると思
われる。こうした傾向は、英国、欧州、米国、オー
ストラリア、香港といった先進国での国際間異
動で強く見られた。

報酬および処遇制度が 
グローバル化している

報酬・処遇制度については、注目すべき傾向
がある。一定のタイプの海外勤務者について、
グローバル方式の報酬制度が増えているのであ
る。現在グローバル方式を採用しているという
回答は8％にとどまったが、今後2年の間に採用
するという回答が26％あった。同時に、22％の
企業が母国ベース方式の報酬パッケージをやめ
ると予想している。グローバル方式が国際間異
動の全形態に適しているわけではないが、域内
周辺国もしくは世界に及ぶ役割を担う従業員の
数が41％増となる計画であることを考えれば、
グローバル方式の検討が必要であることは間違
いない。グローバル方式の整備によって、真に
グローバル規模で国際間異動ができる基盤が構
築できる。回答者は、従業員を海外に派遣する
にあたっては年金が主要課題の一つだろうと述
べた。出身国での年金保険料の拠出を止めるこ
とを望まない従業員もいるからだ。雇用者が海
外勤務者への報酬制度の国際化を進めれば、グ
ローバルに活動する人材が増えるというメリッ
トが得られるだろう。

「従来型の、タックスイコ
ライゼーションを伴う長期
的な派遣はなくならない。
それが適した従業員に対
し、これまで以上に選択的
に適用されるだろう。しか
し事業ニーズは変化してお
り、企業はより柔軟性の高
い制度を提供して、その変
化に対応している」

Yvonne Lowe, 
International Mobility 
Manager, Bupa

賛同する（7%） 
強く賛同する（3%） 

賛同も否定も
しない（24%） 

否定する
（49%） 

強く否定
する（13%） 

分からない（4%） 

図3：�自国での勤務を標準とし、海外赴任の際はタックスイコラ
イゼーションを適用する方法は、なくなると思いますか？

56%

34%

20%

12%

12%

18%

8%

26%

2%

4%

従業員の本国の
報酬・処遇制度に
合わせている

海外勤務者には、
一時的な報酬・処遇制度を

適用している

従業員の赴任先の
報酬・処遇制度に
合わせている

海外勤務者向けの
グローバルな報酬・処遇制度を

整備している

海外勤務者向けの
地域的な報酬・処遇制度を

整備している

現在
2年後 

図4：企業はグローバルな報酬制度を採用している
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多様な構成の人材を管理する

経済のグローバル化が進み、より多くの国々
を巻き込んだ人材交流が行われるようになった。
今はもう、西側から東側に一方的に人材が動く
時代ではない。新興市場の人材が成熟市場に派
遣されて、自社グループの企業文化を経験した
り、あるいは指導的立場に着いたりすることも
珍しくない。

このように事業環境が急速に変化しているた
め、企業は人材戦略の再考が必要になった。自
社のグローバルビジネスはどんな人材を必要と
しているか、そうした人材をどうやって集め、
配置し、管理し、モチベーションを高めていくか。
グローバルな事業計画の遂行に必要なスキルと
人材像を明確に把握する仕組みを整え、それを
迅速に機能させる俊敏性を持たなければ、貴重
な機会を見逃し、人材獲得競争で後れを取るこ
とになりかねない。

多様な人材の管理とはすなわち、最適なバランスを取ることに他なら
ない。現地従業員を何人採用するべきか。何人の従業員を駐在ある
いは出張させて、専門的指導や品質レベルの維持を任せ、新しい拠
点を自社グループに馴染ませる「橋渡し」の役割を果たしてもらうか。
短期採用する人員は何人必要だろうか。先進的な事例を見ると、各社
は、事業成長計画を実現するためには、どこにどんなスキルが必要に
なるかをグローバルレベルで正確に把握することから始めている。そ
の結果を、社内で調達可能な人材の状況と突き合わせて検討する。
この方法によって、人材の育成、国際間異動、獲得など、必要な対
応を計画的に、明確な目的を持って実施することが可能になっている。

PwCの視点



10 目的を明確にした国際間異動

人材獲得競争

国際間異動の高まりには、別の要因もある。
グローバル人材の調達可能性と、供給源となる
地域に関する今後の変化である。2020年には
25歳～ 34歳までの新卒者の50％以上を新興国
の居住者が占めると予測されている（中国29％、
インド12％、インドネシア6％など）2。従って、
今からこうした人材源と良好な関係を築いて「グ
ローバルな雇用者」としてのブランドを確立し
ておくことは、現地の雇用者との人材獲得競争
を見据えた判断として合理的である。

図5を見ると、人材開発のため、また将来の
リーダーが多様な文化に対応し、慣れない市場
で働くという経験を積むために、国際間異動が
重要だと認識している回答者が多いことがよく
分かる。PwCの調査では、ミレニアル世代の人
材を引きつけるには、国際間異動の機会が特に
重要であることが明らかになった。調査は2011
年、世界の新卒者4,000人を対象に行った。自
分のキャリアについて何を望むかを聞いたとこ
ろ、70％以上が海外で働きたいと答えた。従っ
て国際間異動は、新卒者を雇用するときに考慮
すべき最も重要な条件の一つである。3

問題なのは、成長市場として多くの企業が注
目する地域が、ミレニアル世代が行きたい場所
と一致しないことである。60％近くの新卒者が
米国を第1希望に挙げる一方、ぜひインドで働
きたいと考える人は11％、中国はわずか2％だっ
た。どうすれば、事業上は非常に重要でありな
がら「あまり人気がない」地域への赴任を後押
しできるだろうか。

課題の多い地域

企業が新しい市場に進出しようとすれば国際
間異動に関する課題が出てくる。ことに近年、
なじみが薄く、参入の難しい地域への進出を目
指すケースが多く、そのため課題も増えている。
回答者によると、従業員を動かすに当たり、最
大の課題は税務と出入国に関する法令順守であ
る。また、治安上の配慮と年金給付を挙げる回
答者も多い。図6に、進出が最も難しいと思う地
域を尋ねた際の回答をまとめた。こうした市場
で効果的なリスク管理とコンプライアンス維持
を実現しつつ、事業機会を十分に活用するには
どうすればよいだろうか。

図6：従業員の派遣に際して、最も課題が多いと回答された地域 

アフリカ：23%

アジア太平洋：21%

南米：17%

東欧：10%

中東：11%

中欧：7%

北米：4%

2	 OECD Education Indicators in Focus, 2012
3	 21世紀世代の社会進出：職場環境が激変する、2011

「当社の国際間異動に関す
るニーズは、部門ごとに異
なり、課題もそれぞれだ。
リーダーを育成し、企業の
将来の発展を実現する好
機として国際間異動を捉
えてほしい」

Simon Helliwell, SVP 
Reward and Systems, 
Reed Elsevier

人材の開発や維持、モチベーション向上の
方法としての活用が増え、自分自身のキャ
リアの一環として国際間異動に期待する従
業員も多い今、企業が依然として国際間異
動のために過剰な報酬を支払っている点に
注目すべきである。メンタリングや高い役
職者と働く機会など、財務以外の面を重視
した条件を整備してはどうだろう。

PwCの視点

事業上のニーズに対応するため

派遣先のスキルギャップを埋めるため

人材管理・能力開発の一環として

リーダー育成のため

能力開発の一環として従業員自身が
希望したため

派遣先での経験や、学んだスキルを
自国に持ち帰るため

従業員にグローバルな考え方を
身に付けさせるため

 

98%

85%

60%

57%

50%

45%

32%

図5：企業がグローバルに人員を動かす理由は何か
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リスクが高まっている

世界では企業が消費者の信頼を得るため、し
かるべき国に正当な税金を支払うことがこれま
で以上に重要性を増しており、現代の国際間異
動には大きな課題が伴うようになった。そのた
め企業は国際間異動に関するリスク管理体制の
見直しを迫られている。雇用主によるコンプラ
イアンス管理、税務、出入国に関する法令、注
意義務の管理からレピュテーション（評判）リ
スクに関する問題まで、対応は待ったなしであ
る。

企業は、自社が何をすべきかを新たな視点で
体系的に見直し、それに従って優先課題の見直
しも行う必要がある。その次に目指すのは事業
上求められる付加価値の創出だが、まずはその
基盤を順調に機能させるために、何をすべきだ
ろうか。

「この数年、世界で政治的・
経済的出来事が続き、出
入国制度をめぐる状況が
大きく変わった。各国政
府は外国人に対する規制
や制限をこれまで以上に
厳格化している。従業員
を必要な場所へ、迅速に、
無駄なコストをかけずに国
際間異動させることが簡
単にはできなくなってい
る。コンプライアンスが非
常に重視される。今年、米
国が出入国に関するコン
プライアンス違反に対し
て相次いで罰金を科した
ことは、象徴的な事例だ」

Julia Onslow-Cole,  
PwC Legal Head  
of Immigration

「東西の人材を連携させた
り、相互に国際間異動さ
せたりすることが、当社に
とっての課題だ。常に障
壁となるのが出入国規制
であり、特に英国、米国、
アジアで規則の変更が増
えている。多くの国では就
労許可が必要な外国人を
入れるより、国内の人材市
場を活性化させようとして
おり、数年前に比べて状
況は確実に難しくなってい
る。当社にとっては非常に
現実的な問題だ」

グローバル展開する 
金融サービス会社
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高まる圧力： 
既存の国際間異動は目的に合っていない
　国際間異動はますます複雑化し、同時に戦
略目標達成という課題の重要性も高まっている。
企業は既存のオペレーションモデル、資源、ポリ
シー、プロセスを用いて、そうした需要にこたえ
られるだろうか。

国際間異動に関する戦略的課題

国際間異動チームの優先課題や活動目標、ま
た事業部門からの期待のあり方も、モダンモビ
リティによって決定づけられる。人事部門や国
際間異動チームは、人員をA地点からB地点へ
国際間異動させる作業を担当する運営部門と位
置付けられているが、調査では、こうした部門
が役割を拡大して、戦略的役割にも踏み込むよ
う求められていることが明らかになった。現在、
事業部門と連携して将来の人材ニーズを計画し
ていると答えた回答者は44％だが、同時に3分
の2の回答者が、2017年にはそれが実現してい
るだろうと予測した（図7参照）。

その一方、調査結果を見ると、国際間異動チー
ムの目標、事業部門の期待、運営の実情の連携
が取れていない実態が見られる。日常的なサポー
トを提供しながら、ますます複雑化するコンプ
ライアンス管理を行い、さらに戦略的役割を強
化するには、どうすればよいのか。2017年になっ
ても人員の国際間異動に関する日常的業務のみ
を行っているだろうと自ら予測する国際間異動
チームは、34％にとどまっている。

「事業部門の要望に対応し
て受動的に機能を果たす
部門から、戦略的アドバイ
ザーへと変わりたい」

Daniel Zinner, Global 
Mobility Governance, 
Bombardier

国際間異動に関する
日常的な作業を行う

海外へ異動する従業員に
手厚いサポートを行う

コスト管理、リスク管理、
コンプライアンス管理を

グローバルに行う

新しい種類の
国際間異動（出張など）の

責任者としての役割を果たす

事業部門と連携し、国際間異動に
関する将来のニーズに
かかわる計画を立案する

グローバル人材の育成を
サポートする

継続的な改善を進めるため、
投資収益率を測定する

83%

76%

66%

45%

44%

34%

9%

76%

62%

67%

56%

47%

39%

34%

現在
2年後 

図7：�国際間異動チームは現在どのような活動をしていますか？また2年後はどのような活動をし
ていると考えますか？
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コストと価値を管理する

国際間異動チームがより戦略に踏み込んだ役
割を果たすために、変化に向けた強力なビジネ
スケース（投資対効果検討指標）を作成し、そ
れを裏付ける確かなデータを用意しなければな
らない。回答者の4人に3人が、2年後には国際
間異動の投資収益率を測定していると予測して
いる。現在その予測を行っているのは、わずか9％
である。国際間異動プログラムの費用を正確に
数値化できているとする回答は、さらに少ない。
2017年の予測でも、正確な数値化ができるのは
約半数（49％）にとどまる。

国際間異動の投資収益率を測定し、社内に価
値を示すためには、精度の高い指標が重要にな
るだろう。今後、従業員の国際間異動について、
成功の度合いを予測するために指標を用いる計
画だと答えた回答者は40%近くにのぼった。し
かしそれが可能かどうかは、正しいデータが入
手できるか、戦略的役割に資源を自由に使える
かといった点に大きく左右される。

が、出張や
転勤を命じる前に、
費用を算出し、
承認している

67% 31%

が、出張や
転勤の費用の
予実管理を
行っている

8%

が、国際間異動
プログラムの総費用を
正確に数値化
している

コスト管理は、回答者が挙げた不満のうち、優先度が2番目に高い。
しかし、わずかに

50％以上の回答者が、2017年になっても国際間異動プログラムの
費用を正確に数値化できないと答えている点が懸念される。国際間
異動チームは、自ら実施するプログラムの費用と価値を明確に示せ
なければ、現在の環境の中で生き残りに苦労するだろう。

PwCの視点
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適切な国際間異動ポリシーを開発する

調査によると、正式な辞令を受けて海外での
任務に携わっている従業員は、平均して総従業
員数の1.6％しかいないが、毎年国境を越えて活
動する従業員は平均12.2％いる。一部の企業に
とってはこの割合はさらに高くなり、こうした従
業員を管理する適切なポリシーと資源を整備す
ることが重要である。

自社の国際間異動に関するポリシーが事業
ニーズに適合していると答えた回答者は57％に
とどまり、「強く賛同する」と自信を見せた回答
者はわずか6％だった。国際間異動に関するポリ
シーやサポートの対象があまりに狭く、正式な
辞令を受けた従業員しか対象としていないこと
はリスク要因だ。そうした従業員はほんの一部
にすぎず、多数の短期海外出張者など、多様な
かたちの国際間異動が存在するにもかかわらず、
正式な辞令を受けた従業員の方に配慮が偏り、
資源の過半を振り向けている。海外出張に出掛
ける従業員や周辺国もしくは世界に及ぶ役割を
担う従業員にも、もっと注目する必要がある。

「理想を追うのもいいが、
基本が正しく整っていなけ
れば、いずれ行き詰まる。
効率性は最大限に高めるべ
きだが、赴任者には手厚い
サポートが必要だ。また税
務、出入国規制、自社のレ
ピュテーションリスクを管
理するために事業部門とも
実のある対話をしなければ
ならないが、必要な場所へ
従業員を国際間異動させた
いという事業部門の要請も
実現しなければならない。
当社では必要な形態の国際
間異動をサポートする一連
のポリシーが整備されてい
るため、それが実現可能に
なっている」

グローバル展開する 
金融サービス会社 

リスク管理とコンプライアンス管理は、優
先度の高い項目である。リスクとコンプラ
イアンスを全ての拠点で効果的に監視し、
管理するための明確な戦略が無ければ、
国際間異動チームが役割を拡大して戦略
的役割を担うことができない。国際間異動
関連業務をアウトソーシングする場合でも、
管理を全て丸投げするのではなく、企業自
身が当事者として確実なコンプライアンス
順守に責任を持つべきである。

PwCの視点

が、
出張に関して、
正式な責任者が
いないと回答
したが

49%

48%

国際間異動
チーム

他の部署  まだ責任者
がいない

 まだ分か
らない 

2017年に、責任者としての役割を担うだろうと
考えられるのは 

23% 11%19%
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「プログラムを設計したり
ポリシーを策定するなど、
従業員の海外勤務が充実
する方策を考えることは、
やりがいのある楽しい仕事
だ。そうした面でも数々の
重要な取り組みを行ってい
るが、現実には、そのよう
な華やかな仕事にいきなり
取り掛かることはできず、
まずコンプライアンスの強
化が必要だった。世界各地
に従業員を派遣する際は、
準備期間が非常に短いこと
も多いが、そうした中でも
税制および出入国の規制
の順守を徹底した」

Mark Daniels,  
Director – 
Global Mobility, 
Guidewire

コスト管理

効率的なコンプライアンス管理

人材戦略への国際間異動活用

国際間異動ポリシーの設計
もしくは強化

目的を明確にした人材異動

国際間異動におけるガバナンス向上

国際的な業務を命じられた
従業員の経験の向上

新しい種類の国際間異動の管理

国際間異動に関する
管理方法の設計見直し

国際間異動に関するデータおよびアナリ
ティクスの活用（投資収益率の追跡など）

ベンダー管理の改善

国際的な業務を担う
人材の多様化推進

51%

44%

36%

35%

23%

23%

18%

18%

18%

16%

10%

7%

図8：国際間異動チームの最優先事項

25%

36%

国際間異動をサポートする
ために使用しているテクノロ
ジーが、事業上のニーズを満
たしているという回答はわ
ずか25％、またグローバル
に動く従業員の管理に適し
たデータを入手できるとい
う回答は36％だった。 

コンプライアンスに関する懸念

回答者が最優先事項だと指摘したのは、国際
間異動のコストとコンプライアンスを効率的に
管理することである（図8参照）。これらの管理は、
より戦略的な活動へと移行するための第一歩と
して、正しく理解しておかなければならない基
本的な必須事項である。

国際間異動の運営業務を、シェアードサービ
スセンターや地域のハブとなるチームに集約さ
せている企業もある。そこでは日々国際間異動
業務を処理しているため、専門性が蓄積される。
こうした方法は、成功すれば標準化が進み、プ
ロセスの一貫性が高まり、サービスが向上する
うえに、コンプライアンスも強化される優れた
方法である。さらに、国際間異動チームに余裕
が生まれるため、人事部経由ではなく事業部門
と直接連携して、国際間異動のニーズを計画し、
より優れた意思決定を行い、望む成果を達成す
ることが可能になる。

システムの不備

国際的に異動する従業員の数が増え、多様性
も高まる中で、テクノロジーの活用は不可欠だ。
国際間異動の状況を追跡・管理し、グローバル
な経験を向上させ、事業部門と密接に連絡を取
り合う有効なツールである。しかしグローバル
に動く従業員の管理に適したデータを入手でき
るという回答は辛うじて3分の1を超える程度で
あり、国際間異動のテクノロジーが事業上のニー
ズを満たしていると答えたのは回答者の4人に1
人にとどまった。

現状のシステムが十分とは言えない一方で、
国際間異動業務は複雑さを増し、リスクが高まっ
ている。大半の回答者が今後2年間に、コスト
管理、リスク管理、コンプライアンス管理、赴
任者サポート、日常的な運営業務にかける時間
を減らしたいと考えているが、現状を考えると、
厳しい挑戦のようである。戦略的な要望を達成
しつつ、運営上のニーズを満たしていくにはど
うするか。こうした戦略目標は、一夜にして実
現するものではない。投資、時間、資源が必要
なのである。

8%

革新的かつ高度な国際間異
動プログラムがあると答え
た回答者は、わずか8％
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スピードに乗り遅れない： 
国際間異動プログラムの成否は未来が証明する

　一部の企業ではすでに将来の国際間異動を
視野に入れ、機動性の高い戦略的アプローチの
開発を進め、同時に実践のための強力な運営基
盤も整備している。目的の明確な国際間異動と
はどんなものか。またどうすれば実現できるのか。

事業サイドの合意を取り付ける
国際間異動を再定義する

将来にふさわしい国際間異動制度にはしかる
べき投資が必要だが、それと同等に重要なのが
経営トップの関与である。第１段階として取締
役レベルの経営幹部が参加し、自社事業の推進
における国際間異動の役割を再定義し、人材開
発および戦略目標達成のために国際間異動がも
たらす価値を明確に伝えることが重要だ。

国際間異動への投資は、幅広い人材戦略と同
様の視点で捉えることが望まれる。単なるコス
トと捉えて抑制ばかりを目指すべきではない。
そのためには、費用と投資収益率の明確な数値
など、支出の正当性を追跡できるデータを整備
する必要がある。

先進的な企業では、従業員に対するバリュー
プロポジションの一環としての国際間異動構築
も行っている。近年、被雇用者はキャリアパス
の一部として、また上位マネジメントへの昇進
に必要な経験を積む機会として、国際間異動に
期待するようになっている。

「当社の国際間異動プログ
ラムの費用は驚くほど高
額で、かつて社内政治で
ささやかれた温情は排除
され、経営トップからの改
革への承認を得られた」

Simon Helliwell, SVP 
Reward and Systems, 
Reed Elsevier

VOC（顧客の声）
活動を通じて主
要なステークホ
ルダーの意見を
把握することによ
り、将来のニーズ
が 予 測でき、そ
れに役立つ国際
間異動プログラ
ムを設計すること
ができる。

PwCの視点

国際間異動の再定義に当たっては、自社の競
争環境を自国のみに限定せず、何よりもまずグ
ローバル市場での競争を基本とした姿勢で臨む
べきである。そして自社の人材についても、そ
れぞれの出身国にとらわれることなく、グロー
バル人材の１人として見なければならない。

企業が目指す投資先や成長市場は国内から世
界全域へとシフトしており、それに対応するため
には社内の人材やリーダーの多様化を図る必要
がある。それを踏まえると、国際間異動による
人材の多様化促進を計画しているという回答が
40％に満たないことは、意外だと思えるのではな
いだろうか。さらに、多様化が優先課題であるか
どうか分からないとする回答が13％あった。国際
間異動の機会に関する透明性が低いこと、多様
性に関する明確なポリシーがないことは、大多数
でない属性の社員グループが社内で活躍する機
会を阻む障壁を、より大きくしてしまう可能性が
ある。

期待を明確にする

事業計画や人材計画の中で、上層部のリー
ダーが国際間異動に何を期待しているかを明確
に理解することが重要である。

無論、従業員自身も重要なステークホルダー
である。従業員の経験における国際間異動の重
要性は、これまでになく高まっていくだろう。
各従業員の将来への希望を把握するにはどうす
ればよいだろうか。彼らの赴任を後押しするも
のは何か。赴任後の従業員にとって何が有益な
のか。どうすれば海外での経験をより豊かなも
のにできるのだろうか。
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事業戦略との統合
何を求められているかを把握する

事業戦略の達成をサポートするためには、国
際間異動に関する今後のニーズを調査すること
が不可欠である。それによって人材を必要な場
所へ迅速に動かせる状況を作っておかなければ
ならない。

その土台となるのが、全社で一貫したプロセ
スを定め、従業員の能力、経験、可能性を把握・
整理したうえで、適材適所を実現できるような
体制である。人材情報が整理されていれば、そ
れを事業上のニーズと照合して、社内から適切
な人材を迅速に選び出し、配置することができ
る。また予測分析を行って将来必要となるスキ
ルを予測し、現状の人材情報と照合することで、
能力開発を行うべき従業員も明らかになる。こ
の方法を実践するには、人事部門全体で統合的
なアプローチを取り、国際間異動、人材、資源、
後継者育成に関する専門知識を結集する必要が
ある。

優れたガバナンス

国際間異動に対して、グローバルおよび地域
ベースの双方で強力なガバナンスが整っている
と、適材適所の確実性が増す。誰が任命を承認
し、それに必要となる投資を承認するのか。

任命する際は、明確なビジネスケース（投資対
効果検討指標）に基づいて行うことが重要である。
専任の運営委員会を設置し、候補者の選定から絞
り込みを国際間異動の割当枠（チームの5％に能
力開発の国際間異動を命じるなど）に従って行い、
人材の硬直化を防ぐという方法もある。任命承認
後は確実にコミュニケーションを取り、役割と責
任を明らかにして、それぞれが自らのすべきこと
を正確に把握することが不可欠だ。赴任者に関す
る「責任」は各事業部門が負うとしても、中央機
能が介入してグローバルレベルでの成果を高め、
赴任者の次の役割を向上させることが可能である。

国際間異動のビジネスケース（投資対効果検
討指標）を作成する際は、帰国後のキャリアや、
赴任で獲得した国際的スキルや経験の活用計画
を盛り込むべきである。そのためには、赴任の
完了をもって従業員も企業も能力開発プロセス
の大半を終えたとする従来の考え方を大きく変
える必要がある。

CEOが問うべき質問

必要なスキルを必要な場所へ適切に配置することが、戦略上ますます
重要になっている。その一方、国際間異動に関するリスクや運営上の課
題も増大している。CEOが直面している最も喫緊の課題は何か。PwCは、
CEOおよび取締役が取り組むべき主要課題が五つあると考える。

1. �成長を狙う市場で戦略を実現するために、どんな人材が必要か。
そうした人材を獲得し、育成し、維持するためにどうするか。 そ
れは自社のグローバル人材計画に合ったものか。

2. �グローバルな適材適所を確実に実行するための、適切なポリシー
やガバナンスの枠組みは整っているか。

3. �従業員に対するバリュープロポジション（任命の際の条件）は、
国際間異動の機会を積極的に受け入れる動機になっているか。 
その経験が従業員自身と企業の双方にとって満足かつ有益なもの
になっているか。

4. �国際間異動チームは、企業目標（運営上の目標および戦略目標）
を達成し、投資収益率を最大化するために必要な人材、スキル、
テクノロジーが充足しているか。

5. �赴任から戻った従業員を再び受け入れ、その経験や新しく習得し
たスキルを十分に活用するための対応は十分か。

PwCの視点
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事業ニーズに対応できる
柔軟な国際間異動
目的を明確にして人を動かす

赴任期間のみを基準に、画一的な条件で辞令
を出すという方法は、現在の状況に合わない。先
進的な企業は目的に従って任命の内容を決定す
る方法へ移行しつつある。事業上、キャリア開発
上、なぜ赴任が必要かという理由をもとに、国際
間異動の種類とそれにかかわる処遇パッケージを
選定して、人員を動かすようになっている。

任命に先立って中心的な目標を決定し、赴任
中はその進捗を追跡して、投資の効果が上がっ
ているかを確認する。任命の具体的な目的とし
ては、明確なプロジェクトの指揮をとる、特定
のスキルを現地の従業員に伝える、現地で次の
CEOを育成するなどが考えられる。

例えば新市場での工場建設を監督するために
派遣される専門家と、リーダーとしての可能性
を磨くために外国へ派遣される人材とでは、報
酬パッケージやインセンティブ、赴任の条件が
異なるだろう。そうした場合の人選や、国際間
異動の種類の選択は、これまで事業部門の中で
その都度単発的に行われてきたが、現在では目
標を計画的に定め、その赴任から得られる価値
を測定し、それに基づいて体系的プロセスを通
じて選択する方法へと移行が進んでいる。

目的を明確にして人を動かすようになると、
事業部門も積極的に国際間異動に関与するよう
になる。派遣される従業員を固定されたポリシー
に無理やり合わせるのではなく、さまざまなタイ
プの国際間異動についてしっかりとしたポリシー
を開発することによって、国際間異動チームと
事業部門の連携が効果的に行えるようになる。
例えばシニアレベルのグローバル人材を新規採
用して新しい市場に配置する場合、一貫したポ
リシーが開発してあれば、事業部門は個別の合
意条件の交渉に毎回時間を費やすことなく、迅
速に必要な人材を採用できる。

柔軟な報酬制度―枠組みの範囲内で

画一的アプローチから脱却するなかで、国際
的に異動する従業員に対する報酬制度の柔軟性
も拡大している。短期派遣の場合は、自国を基
準にしてタックスイコライゼーションを適用する
従来型の方法が適しているかもしれないが、長
期的に配置する場合については、現在では赴任
先の基準に合わせるアプローチの方がふさわし

「コストに注意深く注目す
れば、事業部門がプログ
ラムの柔軟性を高めるこ
とが求められる。それに
よって最適な国際間異動
による人材を配置するこ
とができるからだ。赴任者
の選定と柔軟性が問題だ。
人事チームとの密接な連
携も必要だ」

小売・ 
消費財会社（英国）

くなってきている。複数の国々を転々とするケー
スならグローバル方式の報酬制度が適切だろう。

どのような報酬パッケージがふさわしいかを決
定するに当たり、場所が主要な要因になることは
明らかだ。例えば米国に従業員を派遣する場合、
現地の報酬制度を適用することは簡単にできる
だろう。逆に、あまり人気のない場所に派遣する
場合は、派遣される従業員に対するインセンティ
ブとして、自国基準の報酬を採用し、さらに赴任
手当を加算する必要があるかもしれない。

しかし手当を支払うだけがインセンティブとは
限らない。例えばミレニアル世代は、グローバル
な経験を積み、自分の能力を高めたいという理
由だけで赴任を望む場合がある。また、希望者
の少ない場所への赴任に対するインセンティブ
としては手当の他に、無事に任務を完了した後に
3カ月の長期休暇を認めるとか、新興国ならば毎
週1日は自主的なプロジェクトに時間を費やすこ
とを認めるといった方法などが考えられる。メン
タリングや高い役職者と働く機会も、社内での向
上を目指す従業員にとっては魅力的だろう。

最後に指摘しておきたいのは、こうした柔軟な
制度は、中心的な部門が責任者となる明確なガ
バナンスの枠組みのもとで提供されるものだとい
うことである。事業部門のニーズに合わせて適切
な国際間異動ソリューションを構築したならば、
安易に例外を認めるべきではない。サポートプロ
セスについても標準化し、合理化を進めて、オペ
レーショナルエクセレンスを目指すべきである。

業務基盤の強化
業務モデルを再設計する

国際間異動を、コンプライアンスを順守しなが
ら効率的に進めるには、オペレーショナルエクセ
レンスは不可欠な要素である。さらに、国際間異
動チームが企業リスクとレピュテーション（評判）
を管理し、さまざまな形態の国際間異動を運営
することを可能にし、さらに戦略的なアドバイス
やサポートを提供できるようにするためにも、オ
ペレーショナルエクセレンスは欠かせない。

運営業務はシェアードサービスセンターへの
移管が進んだり、あるいは1名～ 2名の専任ス
タッフが集中的に処理するようになったりする
だろうと考える。また、人事部のシステムやプ
ロセスに統合されることも考えられる。このよ
うにして運営業務は、自動化と合理化が進むだ
ろう。
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その導入は、企業が税務コンプライアンスを
コントロールするフレームワークを構築し、納
税申告と源泉徴収プロセスについて税務当局の
許可を得られるかどうかにかかっている。現状、
グローバル企業では外国での勤務を伴う従業員
の納税申告に膨大な労力を費やしていることか
ら、導入できれば時間と費用が節約でき、効率
化につながる。事前に当局の協力を仰ぎ、こう
したコンプライアンスを正しく理解することに
よって、状況を大きく変えることができる。企
業はぜひ検討すべきである。

革新的なテクノロジーによって、エンドユー
ザーの国際間異動体験が改善される。「いつでも、
どこでも」使えるツールやアプリケーションに
よって、ステークホルダーは必要な情報を365
日24時間、いつでも入手できるし、重要な情報
がひと目で分かりやすく表示されるので、十分
な情報に基づいて、国際間異動に関する決断を
下すことができる。こうした方法をセルフサー
ビスだと見る人もいるが、最も重要なことは正
しいバランスを取ることである。

しかし良質なデータを入手することが最終目
標ではない。事業部門に有意義な情報を提供し
て継続的な改善を促進するために、そのデータ
をどう使うかを考えることが重要である。

ハイテクを駆使したこうしたアプローチは、
相互の交流の意義を高める土台となる。これを
活用することによって国際間異動チームは、事
業部門や、国際的に異動する従業員のために
パートナーあるいはアドバイザーとして活動す
ることができる。

テクノロジーへの投資が効果を上げるためには、必ずし
も多額の投資は必要ない。シンプルなシステムでも国際
的に異動する従業員にとって有益なものになり得るし、
投資収益率の測定や追跡も可能だ。社内には国際間異
動に関するデータが豊富に存在する。国際間異動がもた
らす価値を高め、あるいはその価値を明確に示すには、
こうしたデータをどのように活用すればよいだろうか。

PwCの視点

先進的な企業は、グローバルレベル（もしく
は地域レベルの場合もある）で、国際間異動の
専門知識を集積した部門を設立している。その
活動は、国際間異動に関して事業部門の真の
パートナーとなる（人事部門がパートナーとな
るケースが多いが、国際間異動に関して発生す
る多様な課題について専門知識を持っていな
い）、ポリシーを開発する、人材や資源、税務、
財務といった部門スタッフを取りまとめ、事業
部門に統合的なサービスを提供する、ベンダー
を管理する、投資収益率を報告して継続的な改
善を推進するなどである。

スマートシステムとデータ活用

より効果的なシステムを構築すれば、事業上
のニーズを予測し、適切な人材を迅速に選び出
し、配置することができる。またワークフロー
システムによって運営業務の効率化も達成でき
る。さらにテクノロジーの活用によって標準化
が進み、プロセスとデータの一貫性が向上して
コンプライアンスの強化にもつながる。

「協働的コンプライアンス」の利点を活用する
企業が増えると予想され、税務当局の許可が得
られる国で導入が進むと見られる。国際的に異
動する従業員の報酬・給与データが正確に維持
され、適切なコントロールとガバナンスが実施
されていることが証明できれば、従業員個人の
納税申告が必要なくなる。



20 目的を明確にした国際間異動

ケーススタディー： 
国際間異動の現場では 

Simon Helliwell, SVP Reward and Systems, Reed Elsevier

トップの関与が成功のカギ
　過去に、一元化したモデルへの移行を目指したことがあった。国際間異動の知見を集積し
た専門部署の必要性については、原則的に賛同を得られるものの、どの事業部門のポリシー
を使うか、誰がどの役割を担うかといった詳細を決める段階になると、最終的に必ず行き詰
まってしまった。

　今回は上層部のサポートを得て、明確なビジネスケース（投資対効果検討指標）を作成し、
これからやろうとしていることの根拠を示した。上層部の関与があったため効果的に変化を
起こすことができた。事業部門が海外へ赴任した従業員に対する責任を手放し始めれば、ひ
と安心することができる。赴任者の管理は複雑で、人事、財務、法務、税務などのさまざま
な面に関連していた。そうした管理を専門チームである私たちに移管すれば、人事部門は日
常業務に戻ることができる。国際間異動分野の専門家である私たちのチームを活用すること
は、事業部門にとっても、赴任者にとっても有益だ。今後1年間～ 2年間の課題は、国際的
に異動する従業員に関する既存のデータを活用し、国際間異動プログラムの継続的な改善を
促進することならびにそのデータを事業部門と共有して、事業部門が情報に基づいてよりよ
い意思決定が行えるようにすることだ。

Mark Daniels, Director – Global Mobility, Guidewire

テクノロジーを活用して国際間異動の専門性を強化
　私はすぐに、Guidewireでは従業員の経験が重要だと気付いた。私たちが動かしているの
はソフトウエア開発者やコンサルタントであり、彼らはポリシーを記述した長い文書を読ん
だり、説明を聞いたりすることを望まない。必要な情報を、見たいときに、指先でタップす
るだけですぐに見たいのである。そこで、国際的に異動している従業員に向けたウェブサイ
トを構築した。セルフサービスで、あらゆる種類の情報に365日24時間、いつでもアクセス
できる。これは大成功し、従業員に情報を伝達する優れた手段となった。この方法は当社の
カルチャーに合っていた。従業員同士の情報交換が盛んになり、私の仕事の一部を肩代わり
してくれた。すでにアジアに赴任した従業員がいれば、アジアでの生活や仕事について語っ
てもらうことが可能になったのである。

　先に赴任して仕事をしている同僚から現地の実情を聞けば、不安は減少する。赴任者を対
象にすぐに調査を行い、彼らが何を望むか、何がもっと必要か、必要でないかを評価するこ
とが可能になり、国際間異動チームはサービスの受け手からのフィードバックをもとに長期
的に改善を継続することができる。
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「Guidewireでは、従業員
を中心としたアプローチを
とっている。従業員への対
応の手厚さと、魅力ある就
労機会の提供では、市場の
トップを目指している。国
際間異動はその大部分を占
める」

Mark Daniels,  
Director –  
Global Mobility, 
Guidewire
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おわりに： 
国際間異動のパワー

今回の調査では、国際間異動の世界に起きて
いるのは単なる変化ではなく、本質的な変容だ
ということが明らかになった。回答者が現在重
視している点と、2017年に望む姿を見るだけで、
変化の大きさが分かる。

先進的企業にはいくつかの特徴があると考え
る。そうした特徴は、他社が見習うべきベンチ
マークとなるだろう。

先進的企業に見られるような、成功に必要な
能力を開発するためには、モダンモビリティの
実例を促進することが必要だろう。それは、今
後計画されている運営面の変化や国際間異動へ
の投資と同等に重要である。直近の目標を実現
し、従業員自身の希望を満たし、将来のグロー
バル人材基盤を構築するためには、国際間異動
が重要である。CEOがリーダーシップを発揮す
ることにより、この重要性を伝えることができる。

人事もしくは国際間異動の専門家として、自
らが提供した価値を証明することは、事業部門
における立場や影響力を強化するチャンスとな
る。調査回答者の一人は、次のように語ってい
る。「私たちは国際間異動の専門家だが、世界各
地に従業員を配置する仕組みだけにこだわりす
ぎることがある。海外への赴任はその人にとっ
て、個人としても職業人としても非常に画期的
な経験となり得るのだが、その点を伝えきれて
いない場合が多い」

端的に言えば、国際間異動は企業を変え、人
生を変える可能性がある。貴社はモダンモビリ
ティの劇的な変化が持つ可能性を、どのように
実現できるだろうか。

3

4

どんな人材が
いつ、どこで必要か
を定めた、目的達成に
向けた戦略的な
人員計画

事業上のニーズに
対応したさまざまな
タイプの国際間異動と、
任命を受ける個人の
希望との柔軟な
マッチング

モダンモビリティ
実現のための
テクノロジー、
データ収集、投資
収益率モニタリング 

人員計画の
実行において、
国際間異動チームが
果たすべき役割の
明確な理解

事業部門が
国際間異動チームに
何を望み、何に価値を
見出すかについての
認識と報告 

1

5

2
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